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令和７年度当初予算の概要 

 

編 成 方 針                                                 

 

府財政は、堅調な大阪経済を背景に、府税収入は過去最大と見込むものの、主たる税収である法人二

税の景気による変動に加え、人件費や社会保障関係経費の増加、金利上昇の傾向があるため、引き続き

財政規律を堅持する必要があります。 

このため、今回の予算編成においては、「府政運営の基本方針 2025」に基づき、2025年大阪・関西万

博の成功に向けた取組や、新・成長戦略「Beyond EXPO 2025」の検討状況を踏まえ、速やかに着手する

必要のある大阪の持続的な成長・発展のための取組に限られた財源を重点配分しました。 

 

予 算 規 模                                                 

■ 全 体 の 特 徴 
 
 府税収入は企業業績の堅調な推移と雇用・所得環境の改善などにより増加し、当初予算ベースで 

過去最大。 
 

 府税収入の増加による税関連歳出の増加に加え、人件費や社会保障関係経費などの義務的支出が 

増加。 
 

 その結果、収支均衡のための財政調整基金の取崩額は、前年度から減少。 
 

 

第 １ 表                    予 算 総 括 表 

 

 

 

 

 

 
（注） 公営企業会計の予算額は資金収支を伴う額。 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

％ ％

一 般 会 計 3,271,363 3,197,152 3,257,318 102.3 100.4
特 別 会 計 3,012,389 2,773,762 2,869,537 108.6 105.0
公 営 企 業 会 計 98,284 116,538 114,868 84.3 85.6

102.2

（単位：百万円）

区　　　　分
令和７年度
当初予算額

（Ａ）

令和６年度
当初予算額

（Ｂ）

令和６年度
最終予算額

（Ｃ）

比　　　　　　較

（Ａ）／（Ｂ） （Ａ）／（Ｃ）

合 計 6,382,036 6,087,451 6,241,722 104.8
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金額 (A) 構成比 金額 (B) 構成比 金額 (C) 構成比 差引(A)-(B) (A)/(B) 差引(A)-(C) (A)/(C)
％ ％ ％ ％ ％

府 税 1,628,262,000 49.8 1,460,824,000 45.7 1,582,685,000 48.6 167,438,000 111.5 45,577,000 102.9
諸 収 入 564,134,566 17.3 646,424,290 20.2 557,114,553 17.1 ▲ 82,289,724 87.3 7,020,013 101.3
繰 入 金 147,189,918 4.5 156,575,670 4.9 102,418,223 3.1 ▲ 9,385,752 94.0 44,771,695 143.7
使 用 料 及 び 手 数 料 29,968,352 0.9 29,991,660 0.9 29,705,400 0.9 ▲ 23,308 99.9 262,952 100.9
財 産 収 入 3,761,951 0.1 3,083,304 0.1 4,565,814 0.1 678,647 122.0 ▲ 803,863 82.4
分 担 金 及 び 負 担 金 5,220,104 0.2 4,928,872 0.2 3,828,759 0.1 291,232 105.9 1,391,345 136.3
市町村たばこ税府交付金 － － 1,000 0.0 1,000 0.0 ▲ 1,000 皆減 ▲ 1,000 皆減

寄 附 金 946,606 0.0 1,779,535 0.1 5,053,162 0.2 ▲ 832,929 53.2 ▲ 4,106,556 18.7
計 2,379,483,497 72.8 2,303,608,331 72.1 2,285,371,911 70.1 75,875,166 103.3 94,111,586 104.1

府 債 110,090,000 3.4 151,620,000 4.7 126,630,477 3.9 ▲ 41,530,000 72.6 ▲ 16,540,477 86.9
地 方 交 付 税 336,700,000 10.3 318,700,000 10.0 366,873,618 11.3 18,000,000 105.6 ▲ 30,173,618 91.8
国 庫 支 出 金 256,949,117 7.8 231,475,817 7.2 258,574,014 7.9 25,473,300 111.0 ▲ 1,624,897 99.4
地 方 譲 与 税 182,690,000 5.6 166,258,000 5.2 194,118,000 6.0 16,432,000 109.9 ▲ 11,428,000 94.1
地 方 特 例 交 付 金 4,000,000 0.1 24,000,000 0.8 24,259,525 0.7 ▲ 20,000,000 16.7 ▲ 20,259,525 16.5
交通安全対策特別交付金 1,450,000 0.0 1,490,000 0.0 1,490,000 0.1 ▲ 40,000 97.3 ▲ 40,000 97.3

計 891,879,117 27.2 893,543,817 27.9 971,945,634 29.9 ▲ 1,664,700 99.8 ▲ 80,066,517 91.8
3,271,362,614 100.0 3,197,152,148 100.0 3,257,317,545 100.0 74,210,466 102.3 14,045,069 100.4

最終比

自
主
財
源

依
存
財
源

合　　　　　　計

（単位：千円）

区　　　　分

令和７年度 令和６年度 比較

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初比

一 般 会 計                                              

■ 歳 入 の 特 徴 
 
 府税収入は企業業績の堅調な推移と雇用・所得環境の改善などにより増加し、当初予算ベースで過

去最大。 
 

 府税収入の増加により、地方交付税・臨時財政対策債の総額は減少。 
 

 臨時財政対策債の新規発行額はゼロ。 
  

第 ２ 表               一 般 会 計 歳 入 予 算 内 訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【参 考】一 般 会 計 歳 入 当 初 予 算 の 推 移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）   1 （ ）内の数値は、H28の予算額を 100とした場合の指数である。 

2 H29以前のグラフ中の数値は、平成 30年 4月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、関連予算を調整した後の

数値としている。 
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■ 歳 入 主 な も の 
 
━━━━━━━━━━━ 
府 税 
━━━━━━━━━━━ 
 
 令和７年度当初予算 1兆 6,283億円 （前年度当初比 111.5％、＋1,674億円） 

 実質税収 1兆 4,290億円（前年度当初比 110.0％、＋1,301億円） 

 雇用・所得環境の改善や定額減税の影響がなくなることから、個人府民税が増収。また、企業業

績が堅調に推移していることで法人二税が増収となることに加え、物価高や円安による地方消費

税の増収、宿泊税制度の改正による宿泊税の増収などにより、全体では令和６年度当初予算と比

べ増収。 

 

第 ３ 表                府 税 予 算 の 内 訳 

 

【参 考】 府 税 当 初 予 算 の 推 移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）   1 （ ）内の数値は、H28の予算額を 100とした場合の指数である。 

2 H29以前のグラフ中の数値は、平成 30年 4月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、関連予算を調整した後の

数値としている。 

当初比 最終比

金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金　額（Ｃ） 構成比 (A)/(B) (A)/(C)
％ ％ ％ ％ ％

427,752,000 26.3 350,051,000 24.0 394,879,000 24.9 122.2 108.3
個 人 354,355,000 21.8 297,668,000 20.4 336,614,000 21.2 119.0 105.3
法 人 55,729,000 3.4 50,404,000 3.5 53,973,000 3.4 110.6 103.3
利 子 割 17,668,000 1.1 1,979,000 0.1 4,292,000 0.3 892.8 411.6

527,435,000 32.4 476,992,000 32.6 514,135,000 32.5 110.6 102.6
個 人 18,305,000 1.1 17,661,000 1.2 17,823,000 1.1 103.6 102.7
法 人 509,130,000 31.3 459,331,000 31.4 496,312,000 31.4 110.8 102.6

477,305,000 29.3 446,802,000 30.6 483,647,000 30.6 106.8 98.7
38,923,000 2.4 36,384,000 2.5 38,583,000 2.4 107.0 100.9
12,084,000 0.7 11,774,000 0.8 12,004,283 0.8 102.6 100.7
1,400,000 0.1 1,410,000 0.1 1,418,427 0.1 99.3 98.7

48,024,160 2.9 47,422,500 3.2 47,699,450 3.0 101.3 100.7
87,985,000 5.4 87,277,630 6.0 87,030,000 5.5 100.8 101.1

40 0.0 40 0.0 40 0.0 100.0 100.0
7,800 0.0 7,800 0.0 7,800 0.0 100.0 100.0

7,337,000 0.5 2,699,000 0.2 3,272,000 0.2 271.8 224.2
9,000 0.0 4,030 0.0 9,000 0.0 223.3 100.0

1,628,262,000 100.0 1,460,824,000 100.0 1,582,685,000 100.0 111.5 102.9合　　　　　　計

軽 油 引 取 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩 猟 税

宿 泊 税

旧 法 に よ る 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

（単位：千円）

区　　　　分

令和７年度 令和６年度 比　　較

当初予算額 当初予算額 最終予算額

府 民 税

事 業 税

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

府 た ば こ 税
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（単位：百万円）

基準財政需要額 基準財政収入額 差　　　　　　引 　＜参考＞

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） 臨時財政対策債発行額

1,242,704 966,284 ▲ 276,420 275,398 977 151,887

1,155,156 910,455 ▲ 244,701 243,789 981 151,460

1,160,397 926,604 ▲ 233,793 233,793 2,181 153,202

1,183,116 935,959 ▲ 247,157 246,115 1,658 138,902

1,211,574 952,737 ▲ 258,837 258,218 1,164 138,612

1,186,129 806,985 ▲ 379,144 379,144 1,273 280,000

1,294,987 984,029 ▲ 310,959 310,959 1,159 40,914

1,371,118 1,032,515 ▲ 338,603 338,603 1,960 66,684

1,439,293 1,073,220 ▲ 366,074 366,074 1,774 29,700

H28

年　　　　度 普通交付税交付額 特別交付税交付額

R6

R5

H29

H30

R1

R2

R3

R4

━━━━━━━━━━━ 
地 方 譲 与 税 
━━━━━━━━━━━ 
 
 令和７年度当初予算 1,827億円 （前年度当初比 109.9％、＋164億円） 

 うち特別法人事業譲与税：1,790億円 （前年度当初比 110.3％、＋167億円） 

 
 
 
━━━━━━━━━━━ 
地 方 交 付 税 
━━━━━━━━━━━ 

 

 令和７年度当初予算 3,367億円 （前年度当初比 105.6％、＋180億円） 

 令和７年度地方財政計画により、臨時財政対策債の発行額はゼロ 

 

 

【参 考】地 方 交 付 税 算 定 結 果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)   1 震災復興特別交付税の額を含む。 

2 R6の臨時財政対策債発行額は最終予算額としている。 
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（単位：千円）

金額 (A) 構成比 金額 (B) 構成比 金額 (C) 構成比 差引(A)-(B) (A)/(B) 差引(A)-(C) (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

総 務 債 3,338,000 3.0 2,824,000 1.9 1,963,000 1.5 514,000 118.2 1,375,000 170.0

福 祉 債 1,181,000 1.1 1,556,000 1.0 750,000 0.6 ▲ 375,000 75.9 431,000 157.5

健 康 医 療 債 2,901,000 2.6 2,570,000 1.7 2,544,000 2.0 331,000 112.9 357,000 114.0

商 工 労 働 債 519,000 0.5 765,000 0.5 371,000 0.3 ▲ 246,000 67.8 148,000 139.9

環 境 農 林 水 産 債 1,826,000 1.7 1,693,000 1.1 1,350,000 1.1 133,000 107.9 476,000 135.3

都 市 整 備 債 71,372,000 64.8 61,043,000 40.3 50,259,000 39.7 10,329,000 116.9 21,113,000 142.0

都 市 計 画 債 404,000 0.4 3,447,000 2.3 2,764,000 2.2 ▲ 3,043,000 11.7 ▲ 2,360,000 14.6

警 察 債 10,872,000 9.9 7,905,000 5.2 6,101,000 4.8 2,967,000 137.5 4,771,000 178.2

教 育 債 17,454,000 15.8 38,496,000 25.4 30,648,000 24.2 ▲ 21,042,000 45.3 ▲ 13,194,000 56.9

災 害 復 旧 債 223,000 0.2 321,000 0.2 180,000 0.1 ▲ 98,000 69.5 43,000 123.9

臨 時 財 政 対 策 債 － － 31,000,000 20.4 29,700,477 23.5 ▲ 31,000,000 皆減 ▲ 29,700,477 皆減

計 110,090,000 100.0 151,620,000 100.0 126,630,477 100.0 ▲ 41,530,000 72.6 ▲ 16,540,477 86.9

令和７年度 令和６年度 比較

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初比 最終比

━━━━━━━━━━━ 
府 債 

━━━━━━━━━━━ 
 
 令和７年度当初予算 1,101億円（前年度当初比 72.6％、▲415億円） 

 通常債や行政改革推進債の減少に加え、臨時財政対策債の発行額がゼロとなり、府債は 415億円

の減。 

 

 

第 ４ 表                   府 債 の 内 訳 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【参 考】 府 債 残 高 の 推 移（全 会 計 ベ ー ス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）  1  H28～R5は決算額、R6は最終予算額、R7は当初予算額である。 

2  臨時財政対策債等とは、税や交付税の代替として発行した府債（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）

の合計。 
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（単位：千円）

金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金　額（Ｃ） 構成比 差引（Ａ）－（Ｂ） (A)/(B) 差引（Ａ）－（Ｃ） (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

723,664,822 22.1 709,518,555 22.2 714,519,630 22.0 14,146,267 102.0 9,145,192 101.3

333,667,469 10.2 321,981,299 10.1 339,490,925 10.4 11,686,170 103.6 ▲ 5,823,456 98.3

66,822,811 2.0 64,667,291 2.0 65,350,456 2.0 2,155,520 103.3 1,472,355 102.3

1,124,155,102 34.4 1,096,167,145 34.3 1,119,361,011 34.4 27,987,957 102.6 4,794,091 100.4

184,827,483 5.6 197,919,483 6.2 185,909,057 5.7 ▲ 13,092,000 93.4 ▲ 1,081,574 99.4

国 庫 支 出 金 を 伴 う も の 90,145,022 2.8 88,818,043 2.8 89,369,713 2.7 1,326,979 101.5 775,309 100.9

国庫支出金を伴わないもの 94,682,461 2.9 109,101,440 3.4 96,539,344 3.0 ▲ 14,418,979 86.8 ▲ 1,856,883 98.1

1,226,253,428 37.5 1,104,727,520 34.5 1,167,567,607 35.8 121,525,908 111.0 58,685,821 105.0

535,396,139 16.4 609,456,965 19.0 515,755,929 15.8 ▲ 74,060,826 87.8 19,640,210 103.8

107,630,506 3.3 95,993,953 3.0 91,312,750 2.8 11,636,553 112.1 16,317,756 117.9

16,532,949 0.5 15,719,952 0.5 15,244,669 0.5 812,997 105.2 1,288,280 108.5

7,825,827 0.2 5,505,953 0.2 4,299,442 0.1 2,319,874 142.1 3,526,385 182.0

11,491,137 0.4 11,815,473 0.4 99,647,490 3.1 ▲ 324,336 97.3 ▲ 88,156,353 11.5

55,250,043 1.7 57,845,704 1.8 56,219,590 1.7 ▲ 2,595,661 95.5 ▲ 969,547 98.3

2,000,000 0.0 2,000,000 0.1 2,000,000 0.1 － 100.0 － 100.0

1,962,380,029 60.0 1,903,065,520 59.5 1,952,047,477 59.9 59,314,509 103.1 10,332,552 100.5

3,271,362,614 100.0 3,197,152,148 100.0 3,257,317,545 100.0 74,210,466 102.3 14,045,069 100.4

計

合　　　　　　計

そ
の
他
経
費

補 助 費 等

貸 付 金

物 件 費

維 持 補 修 費

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

繰 出 金

予 備 費

計

投
資
的
経
費

建 設 事 業 費

義
務
的
経
費

人 件 費

公 債 費

扶 助 費

区　　　　分

令和７年度 令和６年度 比　　　　　　較

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当　初　比 最　終　比

■ 歳 出 の 特 徴 
 
 市町村への地方消費税交付金などの税関連歳出の増加（＋538億円） 
   
 給与改定の実施などによる人件費の増加（＋141億円） 

 
 支出が義務付けられている社会保障関係経費の自然増などによる増加（＋466億円） 
 
《一般施策経費の増減の大きいもの》 Ｒ６当初→Ｒ７当初 

（補助金等） 
・GIGAスクール構想加速化基金事業   ＋191億円 
・障がい者自立支援給付費等負担金   ＋150億円 
・施設型給付費等負担金         ＋92億円 
・万博推進局運営費負担金       ▲227億円 

（貸付金） 
・中小企業向け制度融資預託金        ▲738億円 
（その他） 
・子ども食料支援事業費         ＋25億円 

   
第 ５ 表         一 般 会 計 歳 出 予 算（性 質 別） 内 訳 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

【参 考】 一 般 会 計 歳 出 予 算 の 推 移（性 質 別） 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
（注）    1 （ ）内の数値は、H28 の予算額を 100 とした場合の指数である。 

2 その他の内訳は、維持補修費、投資及び出資金、積立金、繰出金、予備費である。 
3 H29 以前のグラフ中の数値は、平成 30 年 4 月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、関連予算を調整した後の数値と

している。 



- 7 - 

（単位：千円）

金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金　額（Ｃ） 構成比 差引（Ａ）－（Ｂ） (A)/(B) 差引（Ａ）－（Ｃ） (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

議 会 費 2,413,154 0.1 2,384,663 0.1 2,330,025 0.1 28,491 101.2 83,129 103.6
総 務 費 120,940,517 3.7 130,377,067 4.1 192,446,281 5.9 ▲ 9,436,550 92.8 ▲ 71,505,764 62.8
福 祉 費 438,875,313 13.4 400,401,857 12.5 431,045,463 13.2 38,473,456 109.6 7,829,850 101.8
健 康 医 療 費 347,489,022 10.6 346,061,283 10.8 336,742,025 10.3 1,427,739 100.4 10,746,997 103.2
商 工 労 働 費 558,369,928 17.1 632,536,017 19.8 539,947,954 16.6 ▲ 74,166,089 88.3 18,421,974 103.4
環 境 農 林 水 産 費 21,000,940 0.6 22,594,515 0.7 22,618,689 0.7 ▲ 1,593,575 92.9 ▲ 1,617,749 92.8
都 市 整 備 費 156,370,915 4.8 139,756,356 4.4 146,359,938 4.5 16,614,559 111.9 10,010,977 106.8
都 市 計 画 費 3,198,209 0.1 6,413,023 0.2 5,478,217 0.2 ▲ 3,214,814 49.9 ▲ 2,280,008 58.4
警 察 費 303,488,132 9.3 289,937,454 9.0 291,086,685 8.9 13,550,678 104.7 12,401,447 104.3
教 育 費 633,078,123 19.3 609,889,921 19.1 621,562,068 19.1 23,188,202 103.8 11,516,055 101.9
災 害 復 旧 費 555,665 0.0 884,139 0.0 410,221 0.0 ▲ 328,474 62.8 145,444 135.5
諸 支 出 金 683,582,696 20.9 613,915,853 19.2 665,289,979 20.4 69,666,843 111.3 18,292,717 102.7
予 備 費 2,000,000 0.1 2,000,000 0.1 2,000,000 0.1 － 100.0 － 100.0

合 計 3,271,362,614 100.0 3,197,152,148 100.0 3,257,317,545 100.0 74,210,466 102.3 14,045,069 100.4

区　　　　分

令和７年度 令和６年度 比　　　　　　較

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当　初　比 最　終　比

第 ６ 表          一 般 会 計 歳 出 予 算（目 的 別） 内 訳 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

【参 考】 一 般 会 計 歳 出 予 算 の 推 移（目 的 別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（注）  1 （ ）内の数値は、H28 の予算額を 100 とした場合の指数である。 

2 その他の内訳は、議会費、環境農林水産費、都市計画費、災害復旧費、予備費である。（R４は建築費、R３以前は住宅まちづくり費を

含む。） 

3 H29 以前のグラフ中の数値は、平成 30 年 4 月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、関連予算を調整した後の数値と

している。 
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特 別 会 計 及 び 公 営 企 業 会 計                          
 

第 ７ 表      特 別 会 計（公 営 企 業 会 計 を 除 く）歳 入 歳 出 予 算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「箕面北部丘陵整備事業」は令和５年度末に廃止。 

※各会計の概要については P.9をご参照ください。 

 

 

第 ８ 表               公 営 企 業 会 計 当 初 予 算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各会計の概要については P.18から P.20をご参照ください。 

 

令和７年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 差引（Ａ）－（Ｂ） (A)/(B) 差引（Ａ）－（Ｃ） (A)/(C)

％ ％

日本万国博覧会記念公園事業 3,905,306 4,396,242 4,363,718 ▲ 490,936 88.8 ▲ 458,412 89.5

就 農 支 援 資 金 等 4,983 5,972 5,972 ▲ 989 83.4 ▲ 989 83.4

大 阪 府 営 住 宅 事 業 123,038,538 82,545,378 76,141,840 40,493,160 149.1 46,896,698 161.6

港 湾 整 備 事 業 7,678,000 6,784,203 11,466,765 893,797 113.2 ▲ 3,788,765 67.0

関 西 国 際 空 港 関 連 事 業 7,284,077 17,506,756 17,479,023 ▲ 10,222,679 41.6 ▲ 10,194,946 41.7

不 動 産 調 達 474,356 1,601,818 1,124,215 ▲ 1,127,462 29.6 ▲ 649,859 42.2

市 町 村 施 設 整 備 資 金 3,791,279 3,199,779 3,199,779 591,500 118.5 591,500 118.5

公 債 管 理 950,270,736 823,731,379 833,570,787 126,539,357 115.4 116,699,949 114.0

地 方 消 費 税 清 算 1,156,056,000 1,038,570,000 1,117,775,000 117,486,000 111.3 38,281,000 103.4

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 1,034,680 1,283,485 1,284,743 ▲ 248,805 80.6 ▲ 250,063 80.5

国 民 健 康 保 険 755,267,313 790,637,802 799,918,259 ▲ 35,370,489 95.5 ▲ 44,650,946 94.4

中 小 企 業 振 興 資 金 3,529,684 3,413,875 3,121,977 115,809 103.4 407,707 113.1

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 39,007 39,007 39,007 － 100.0 － 100.0

林 業 改 善 資 金 15,308 45,938 45,938 ▲ 30,630 33.3 ▲ 30,630 33.3

合 計 3,012,389,267 2,773,761,634 2,869,537,023 238,627,633 108.6 142,852,244 105.0

（単位：千円）

会　　　　計　　　　名

令和６年度 比　　　　　　較

当　初　比 最　終　比
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会計名 設置目的

日本万国博覧会記念公園事業 　日本万国博覧会記念公園を管理運営するため

【歳入】

【歳出】

日本万国博覧会記念公園基金繰入金
財産貸付収入

管理費

16億71百万円
15億29百万円

34億45百万円

就農支援資金等

　青年等の就農促進に必要な資金として、青年等の
就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措
置法に基づいて貸し付けた就農支援資金貸付金等を
管理するため

【歳入】

【歳出】

繰越金
貸付金元利収入

就農支援資金貸付金の国への償還金
一般会計繰出金

2百万円
2百万円

3百万円
2百万円

大阪府営住宅事業
　府営住宅事業について、人件費及び公債費を含む
フルコストで管理し、自律的な住宅経営を展開するた
め

【歳入】

【歳出】

府営住宅債及び借換債
府営住宅使用料

公債管理特別会計繰出金
管理委託料

333億39百万円
316億96百万円

633億円
130億73百万円

港湾整備事業 　港湾事業のうち収益事業の収支を経理するため

【歳入】

【歳出】

港湾施設使用料
財産運用収入

港湾施設費
公債管理特別会計繰出金

27億85百万円
26億  7百万円

27億80百万円
14億65百万円

関西国際空港関連事業 　関西国際空港関連事業を効率的に推進するため

【歳入】

【歳出】

借換債
一般会計繰入金

空港関連事業債の元利償還金
公債管理特別会計繰出金

23億26百万円
17億　2百万円

41億  8百万円
31億42百万円

不動産調達 　公共施設用地等を先行取得するため
【歳入】

【歳出】

不動産売払収入

一般会計繰出金

4億45百万円

4億74百万円

市町村施設整備資金
　府内市町村の公共施設等の整備促進を目的とし
て、資金の貸付けを行うため

【歳入】

【歳出】

貸付金元利収入
一般会計繰入金

貸付金
公債管理特別会計繰出金

25億73百万円
12億12百万円

25億円
12億90百万円

公債管理 　府債の発行及び償還事務を行うため

【歳入】

【歳出】

一般会計繰入金
借換債

府債の元利償還金
減債基金積立金

3,336億17百万円
2,935億64百万円

6,979億11百万円
2,262億58百万円

地方消費税清算
　地方消費税の都道府県間の清算を一般会計と区分
して経理するため

【歳入】

【歳出】

地方消費税
地方消費税清算金

地方消費税清算金
一般会計繰出金

7,110億  2百万円
4,450億54百万円

6,787億51百万円
4,773億  5百万円

母子父子寡婦福祉資金

　母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、ひとり親
家庭や寡婦等に対し、経済的自立の助成、生活意欲
の助長及び児童等の福祉増進を図ることを目的とし
て、資金の貸付けを行うため

【歳入】

【歳出】

繰越金
貸付金元利収入

母子父子寡婦福祉資金貸付金
母子父子寡婦福祉資金貸付金の
国への償還金

5億  1百万円
4億57百万円

4億68百万円
3億24百万円

国民健康保険
　都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体と
して安定的な財政運営や効率的な事業実施など国民
健康保険事業を運営するため

【歳入】

【歳出】

国民健康保険事業費納付金
前期高齢者交付金

保険給付費等交付金
後期高齢者支援金

2,628億86百万円
1,979億69百万円

6,001億20百万円
1,101億円

中小企業振興資金
　小規模企業者等設備導入資金助成法に基づき、設
備貸与事業に係る資金や高度化事業に係る資金を
経理するため

【歳入】

【歳出】

貸付金元利収入
政策融資事業債

小規模企業者等設備貸与資金貸付金
独立行政法人中小企業基盤整備機構
への償還金

23億　7百万円
11億円

17億円
16億28百万円

沿岸漁業改善資金
　沿岸漁業改善資金助成法に基づき、沿岸漁業従事
者等に対し漁業経営の改善促進を図ることを目的と
して、資金の貸付けを行うため

【歳入】

【歳出】

繰越金
貸付金元利収入

沿岸漁業改善資金貸付金

34百万円
5百万円

39百万円

林業改善資金
　林業・木材産業改善資金助成法に基づき、林業従
事者等に対し経営の健全な発展、生産力の増大を図
ることを目的として、資金の貸付けを行うため

【歳入】

【歳出】

繰越金
貸付金元利収入

林業・木材産業改善資金貸付金

12百万円
3百万円

15百万円

令和７年度当初予算　歳入・歳出の主なもの

【参 考】特 別 会 計 （公 営 企 業 会 計 を 除 く）の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


